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① 「県政の総合的基本方針」をベースにした県全体の施策における部局の責任分担を基

本に、この施策の分担範囲に応じ部局の各種計画等を根拠に組み替えた施策ごとに、目
的・目標－戦略－事務事業に体系化し、これに基づき「施策管理シート」を作成します

県政の総合的基本方針

最重要施策

重要施策

福祉

まちづくり

健康

教育・文化

健康意識の高揚、
健康法の実践機会提供

健康意識の高揚、
健康法の実践機会提供

適切な健康管理

医療体制の整備

１．成果の説明(平成○○年度末現在)

　成果を説明する指標 前々々期 前々期 前期 当期 目標値 達成度 動向

生活習慣病の年齢調整死亡率 410.2 393.9 387.1 373.4 xx．x xx.x ↑
（ 人口10万人）（ 男）

がんの年齢調整死亡率 203.6 201.6 205.6 205.7 xx．x xx.x →
心臓病の年齢調整死亡率 103.5 98.5 95.1 91.6 xx．x xx.x →

２．活動と費用の説明
情報収集結果

① 戦略（サブ施策）  ○○○○○○

県民等との協議・意見聴取・各種 県民等からの要望・提案等ニーズ、民間・他県・海外諸国
調査等情報収集実績(14年度) との比較による優良事例等の情報収集で得た内容
××会議の開催（ ○月○日、2 回開催） 　県民から△△に関する施策の要望

△△研修会への参加（ 3 回） 　アンケート結果「 ○○」（ ○○%）、「 ○○」（ ○○%）

業務活動と費用の説明

　　事　　業　　名 Ｈ12 13 14実績 14目標 14予算額 実績 15目標
食生活改善対策指導費 7,294人 7,334人 7,xxx人 ○○人 ○○人
（食生活改善グループ会員数） （･･･千円） （･･･千円） （･･･千円） ａ
健康生活習慣普及推進費 2,352人 2,390人 2,xxx人 ○○人 ○○人
（禁煙教室参加者） （･･･千円） （･･･千円） （･･･千円） ａ
外食もヘルシーに推進事業費 49店舗 49店舗 xx店舗 xx店舗 xx店舗
（栄養成分表示店舗） （･･･千円） （･･･千円） （･･･千円） ｂ

(別添)平成平成1515年度施策評価システムの概要年度施策評価システムの概要

様式１ 施策管理シート

注：用語や数値等は、実際の評価様式を、説明用に一部修正・簡略化し、加工したものも使用しています。

戦 略戦 略 事務事業事務事業施策目的・目標施策目的・目標

ＳＴＥＰ２ 施策目的を具体的目標に落とし
込み、これを達成する方法・手段である戦
略（構造）を明確化する

ＳＴＥＰ３ 施策目標
－戦略に基づき指
標を設定し、「施策
の成果」を測定・確
認

ＳＴＥＰ４ 戦略を実行するための事業を
選択し、「事業実績等（実施状況）」を確
認、県民ニーズ等情報を把握

ＳＴＥＰ１ 「県政の総合

的基本方針」の下にあ
る施策単位を、根拠と
なる部局の各種計画等
で組み替え、評価対象
単位を設定

成果指標

結果指標

例）例） 健康局健康局

ヘルスプランヘルスプラン
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関 連 指 標

　　関　連　指　標 前 々 々 期 前 々 期 前    期 今    期

　平   均   寿   命 ７  ７  ．  ６  年 ７  ７  ．  ５  年 ７  ８  ．  ０  年 ７  ７  ．  ８  年

問題解決に向けた
資源の集中・配分

効率性の点検

効果的な手段・
事業の選択

多面的視点

情報

成果業績

費用

先進優良事例の応用

県民等からの要望・提案等
ニーズの反映

社会統計等から見た水準の妥当性、
外部環境要因の把握

他県との比較、全国順位

「県政の指針」等に掲げる将来目標
（ベンチマーク）

県民生活等の変化を表す各種指標

アンケート等による県民満足度

②施策レベルの指標の目標達成度・動向と、事業の実績を比較検証することを基本に、
「成果」「業績」「費用」「情報」という４つの要素から、多面的視点をもって、各施策
を総合的に評価（分析・検討）します（施策分析シートの作成へ）

１．成果の説明( 平成○○年度末現在)

　成果を説明する指標 前々々期 前々期 前期 当期 目標値 達成度 動向

生活習慣病の年齢調整死亡率 410.2 393.9 387.1 373.4 xx．x xx.x ↑
（ 人口10万人）（ 男）

がんの年齢調整死亡率 203.6 201.6 205.6 205.7 xx．x xx.x →
心臓病の年齢調整死亡率 103.5 98.5 95.1 91.6 xx．x xx.x →

業務活動と費用の説明

　　事　　業　　名 Ｈ12 13 14実績 14目標 14予算額 実績 15目標

食生活改善対策指導費 7,294人 7,334人 7,xxx人 ○○人 ○○人
（食生活改善グループ会員数） （･･･千円） （･･･千円） （･･･千円） ａ
健康生活習慣普及推進費 2,352人 2,390人 2,xxx人 ○○人 ○○人
（禁煙教室参加者） （･･･千円） （･･･千円） （･･･千円） ａ
外食もヘルシーに推進事業費 49店舗 49店舗 xx店舗 xx店舗 xx店舗
（栄養成分表示店舗） （･･･千円） （･･･千円） （･･･千円） ｂ

情報収集結果

① 戦略（サブ施策）　　  ○○○○○○

県民等との協議・意見聴取・各種 県民等からの要望・提案等ニーズ、民間・他県・海外諸国
調査等情報収集実績（14年度） 　との比較による優良事例等の情報収集で得た内容
××会議の開催（ ○月○日、2 回開催　県民から△△に関する施策の要望
△△研修会への参加（ ３回） 　アンケート結果「 ○○」（ ○○%）、「 ○○」（ ○○%）

事業の

実績 指標の目標達成
度・動向

有効性の検証

施策の位置づけをマトリックスで確認

指
標

目標達成
・向上

目標
未達成
・横ばい

低下

Ａ１

Ｂ１

Ａ２

Ｂ２

全事業が目標達成
(全事業実績が「a」)

目標未達成の
事業がある
(一部事業実績が「b」)

事務事業

施策の成果と、県の
意図（事業）が矛盾し
ていない

施策の成果と、県の
意図（事業）が一部矛
盾している

施策の成果と、県の
意図（事業）が矛盾し
ている

施策の成果から県の
意図（事業）までの一
貫した根本的な見直
し必要

ＳＴＥＰ５
「施策の成果
（指標）」と「事
業実績」を比
較し、政策の
目的・成果と
実施結果との
間の因果関係
を前提に、施
策（の状況）を
分類

目的・
目標

目的・
目標

戦略戦略

施 策施 策

事務
事業

事務
事業

成 果
(Outcome)

結 果
(Output)

施策「健康意識の高揚、
健康法の実践・機会
供」の場合は、Ａ２

活動

（目的） （手段）

意図
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施策の性質1)
(例) 年４月より介護保険制度がスタートし、おおむね問題なく順調にすべり出しをしたところである。高齢化の進行に伴い、ねたきり・痴呆等をはじめとする疾病等により介護を要する高齢者も増加する12
ことが予想され、こうした中で、介護対策は、介護施設や人材など介護保険を支える介護基盤の整備を進め、多様な介護ニーズに対応したサービス提供ができる体制づくりを進めるものであり、必要不可欠な
施策である。

様式１「１．成果の説明」の「2)成果を説明する指標」の目標達成度にみる施策の有効性・進捗等状況説明2)
（施策以外の行政の内部要因、行政以外の主体等による社会的な外部要因も踏まえた要因分析）
(例)デイサービスセンター数やケアハウス定員数については、 時系列的にほぼ上向きに推移し、年次の目標値を達成しており、全国水準からみても施設サービスは着実に進展している。また、特別養護老人
ホーム待機者数も減少傾向にあり、施策が有効に機能しているといえる。一方、ホームヘルパー数は伸び悩み目標値を下回っており、介護保険居宅サービス利用率の向上に成果が反映されているとはいえず、
ホームヘルパー数の育成等居宅サービスの充実を急ぐ必要がある。ただし、これには県以外の現場に近い団体の活動・協力が必要といえ、実施主体の市町村の事業実施が○○○○○であり、在宅介護支援セン
ターの機能が○○○○○や、また、ＮＰＯ等団体が○○○○○であることから、これらへの支援、官官及び官民の協働・連携の重要性がますます高まっている状況である。この点では、地域で介護を担うＮＰ
Ｏ法人の増加傾向が着実にみられるが、全国の水準と比較してさらに重点を置いた取組みが必要である。

様式１「１．成果の説明」と「２．活動と費用の説明」の比較による施策の成果に対する事業の効果・課題等の分析3)
(例)事務事業はおおむね予定どおり実施されているが 「利用者が安心して利用できるサービスの質・量の確保」の面で、家族介護者交流事業や訪問介護員研修事業等の業績が十分に達成されないなど、成果、
指標のホームヘルパー数の動向にみる人材育成の不十分さと合致した傾向が見られ貢献度が低いといえる。それぞれ事前・事後の人材育成対象者のニーズ把握や、○○○○○○などから、事業の有効化を図っ
ていくべきと考える。また、高齢者の在宅福祉の実施主体が市町村であることから 「○○○○○○○○○○○○」の面では、市町村への支援事業の充実が必要であるとともに、民間団体の在宅介護を可能と、
する生活支援事業を地域性に応じて積極的に推進できるよにすることが必要である。

（ 、 （ ） ）4) 県民等のニーズや 優良事例 ベストプラクティス などの反映様式１ ２ 活動と費用の説明 の 1)情報収集結果 の施策・事業への反映「 ． 」 「 」
(例)老人障害予防センター推進事業（高齢福祉課）における寝たきり・痴呆の予防方法等について、市町村、社会福祉協議会、社会福祉施設等から○○○○○○○○という要望・提案があり、これを○○○○
○○○○として反映させる。また、適正なサービスの提供及び効果的な介護予防事業を展開するため 「県生涯安心計画地域推進会議」において、地域ケアの広域的な調整を行い、必要なサービス確保に努め、
ていく。

前年度方針1)今後の
・指標は平成 年度の目標数値はおおむね達成したところであるが、特別養護老人ホームの前倒し整備による平成 年度目標の達成、グループホームの県方針 （前年度の再掲） 13 16

単補助制度の創設等、県民の多様 な介護ニーズに対応できるよう関連施策の一層の推進を図っていく。（課題に対する
・ 老人保健施設定員数」は横這いであるが、これは生涯安心計画作成時点での老人保健施設の必要量はほぼ充足されているとして平成 年度整備目標量を 人と定めたことによるも施策・事業のあり 「 14 4,838
のであり、計画に沿った整備がなされてきているが、入所希望が増えていることから、今後整備促進を図っていく。方・展開）
・ケアマネージャー、ホームヘルパー研修の充実を図り、介護保険制度の安定的な運営を目指す。

改善方針
(例)介護福祉施設など、介護サービス基盤の整備は順調に進展し一定の成果をあげており、今後は、高齢者の施設への入所希望数等を把握しつつ、計画的に量的・質的な整備を図る必要が
ある。特に、介護サービスを提供する人材の育成に関する事業については、事前・事後の人材育成対象者のニーズを把握し事業に反映するとともに、市町村や団体等との協議を組み込むこ
とで、効率的・効果的な事業を立案・実施する必要がある。これに対し、○○○○○○○○○○○○であるため、高齢者ができるだけ自宅での自立した生活を可能とするハード面及び生活
支援事業等のソフト面の事業の成果をあげるよう、居宅サービスにかかる資源配分を重点化していく。特に、市町村や団体等との連携が必要な分野であることから、市町村や団体等への支
援事業の重点化と、施策への効果が薄れた補助事業の抜本的な見直しを検討し、地域ケアの役割分担を明確にした事業展開をしていく。

058-272-1111（内線ｘｘｘｘ） 平成１５年ｘｘ月ｘｘ日記述担当者名 所属課室・担当名 連絡先 最終日付○○○ ○○○ 高齢福祉課○○○○担当

様式２ 施策分析シート

ＳＴＥＰ６ 「施策の分類」、「情報収集結
果（県民ニーズや優良事例）」、「施策の
性質」、「他自治体の水準」や、施策以外
の行政内外の要因等を総合的に分析・
検討

ＳＴＥＰ７ 分析に基づき、課題に対する改善の
ための施策・事業のあり方や、展開などについ
て、「今後の（改善）方針」を決定

施策の状況等から今後の方向性を議論・検討

指
標

目標達成
・向上

横ばい
低下・

目標未達成

Ａ１

Ｂ１

Ａ２

Ｂ２

全事業が目標達成
目標未達成の
事業がある事務事業

一部事業が予定どおりできな
くても成果が向上できるなら、
その事業は不要なのではな
いか？等

いつ・どの水準まで成果を向
上させるのか？同じ成果をあ
げるために事業（費）を減ら
せるのではないか？等

事業が予定どおりできている
のに、成果が向上しないのは、
事業の内容に問題があるの
ではないか？等

事業の確実な推進に注力す
べきでは？施策の目標に
沿った有効な事業であるか
根本的に見直す必要がある
のでは？等



4
ＰＬＡＮ

＊同時に、施策評価の対象外とした事務事業の見直しを実施します

（印刷物の見直しや行事の簡素化など）

前頁より

Ｄ Ｏ

ＡＣＴＩＯＮ

ＣＨＥＣＫ

• 一層の成果向上・効率化
（経費の削減等）を目指す

•成果向上に必要な現行事業
の実施方法、内容・ 手順の
見直しや、事業対象・規模・
実施主体の再検討、県民ニ
ーズの反映 による新たな対
策を検討する

Ａ１

Ｂ１

・未達成事業の必要性や
県関与等を再点検する
未達成事業の原因の解
消など改善により成果
向上を目指す

•実効性（実現性）の低い実施
方法を用いていないかや、
成果向上の可能性、事業の
貢献度等の点検により、事業
の選択 ・重点化等を検討する

Ａ２

Ｂ２

「事務事業の見直し」により事業の具体的な改善を検討

議論の結果を次年度の予算編成や事業内容に反映

事務事業の見直し方向

施策評価結果が行政活動に円滑に反映されるように、経営
管理部が、主管部局の行った評価の「２次点検」を実施

①施策評価表の記載事項（内容）について点検

②評価結果に基づく事務事業見直しに向け、見直しの方向
等点検

•個別事業について、「施策への寄与度」・「効率性」の
観点で点検（チェック）

•経営管理部（財政課・新行政推進室）が見直しの視点を
提示→各事業の所管課室がこれへの対応を検討

③評価結果を受けて、一層の成果の向上や、効率的な事

業実施を図るために、次の段階の企画立案（予算編成・
事務事業の見直しなど）に反映していきます

＊施策の指標の目標達成度・動向と、事業の実績の比較による施策の
分類（マトリックス上のＡ１～Ｂ２）から、それぞれの施策の状況
（分析結果）に応じた事務事業個別の見直しを行います。


